
（単位：千円）

分　類 事　項　名 総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館管理運営費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 133,771 ） （ 0 ） （ 0 ）

139,456 3,623 3,623

分　類 事　項　名 視覚障害者福祉センター運営費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 13,053 ） （ 0 ） （ 0 ）

26,105 65 65

既定予算額 補正協議額 補正予算額
運営費計 （ 736,349 ） （ 0 ） （ 0 ）

839,229 3,688 3,688

説　明

令和６年度２月補正予算額事項別一覧（経済対策分）

（一般会計）

視覚障害者センターの管理運営に要する経費

説　明

総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館、福祉相談センター及び聴覚障害者センターの管
理運営に要する経費

   （　　　　）は一般財源



令和６年度２月補正予算額事項別一覧（経済対策分）

分　類 事　項　名 福祉人材確保等推進事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 16,452 ） （ 14,034 ） （ 14,034 ）

32,732 140,333 140,333

１．介護福祉士等修学資金貸付事業費 828 → 141,161

分　類 事　項　名 子ども・子育て支援新制度等事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 3,638,976 ） （ 525 ） （ 525 ）

3,830,595 124,614 124,614

１．保育士修学資金貸付等事業費 6,013 → 43,780

２．医療・福祉施設等物価高騰対策支援金 0 → 85,272
（保育所・認定こども園等）

３．認可外保育施設における性被害防止対策に係る 0 → 1,575

分　類 事　項　名 児童福祉施設事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 20,966 ） （ 300 ） （ 300 ）

65,714 9,652 9,652

１．医療・福祉施設等物価高騰対策支援金 0 → 8,752
（児童養護施設等）

２．児童養護施設等における性被害防止対策 0 → 900

説　明

介護福祉士等養成施設の在学者に貸し付けた修学資金等の管理及
び新規貸付に要する経費

児童養護施設等における性被害防止対策に係る設備等支援に要する経費

物価高騰の影響を受ける保育所等への支援に要する経費

説　明

説　明

       　　設備等支援事業費
認可外保育施設における性被害防止対策に係る設備等支援に要する経費

物価高騰の影響を受ける児童養護施設等への支援に要する経費

支援事業費

指定保育士養成施設の学生に対する修学資金等の貸付けに要する経費

   （　　　　）は一般財源



令和６年度２月補正予算額事項別一覧（経済対策分）

分　類 事　項　名 障害者総合支援推進費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 42,148 ） （ 3,675 ） （ 3,675 ）

160,662 821,091 821,091

１．障害者就労施設におけるICT機器等導入事業費 0 → 3,000
障害者就労施設等のICT機器等の導入に対する助成に要する経費

２．障害福祉分野の介護テクノロジー導入・障害児支援 0 → 4,575

３．障害児支援事業所等における性被害防止対策 0 → 3,450

４．障害福祉人材確保・職場環境改善等事業費 0 → 588,746

５．医療・福祉施設等物価高騰対策支援金 0 → 221,320
（障害福祉サービス事業所･施設等）

分　類 事　項　名 障害者福祉施設整備費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

247,597 446,854 446,854

0 → 446,854

分　類 事　項　名 生活保護等対策費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 6,003 ） （ 0 ） （ 0 ）

87,701 3,008 3,008

１．医療・福祉施設等物価高騰対策支援金 0 → 3,008
（救護施設等）

物価高騰の影響を受ける救護施設等への支援に要する経費

障害福祉サービス事業所等で働く障害福祉職員の処遇改善等に要する経費

障害者支援施設等のロボット等の導入に対する助成に要する経費

説　明

社会福祉法人等が整備する施設整備に対する助成に要する経費
説　明

説　明
                 支援事業費

（経済対策分）

物価高騰の影響を受ける障害福祉サービス事業所等への支援に要する経費

    分野のICT導入モデル事業費

１．障害者福祉施設等整備費補助事業費

障害児支援事業所等における性被害防止対策に係る設備等支援に要する経費

   （　　　　）は一般財源



令和６年度２月補正予算額事項別一覧（経済対策分）

分　類 事　項　名 介護保険施行事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 169,021 ） （ 13,722 ） （ 13,722 ）

534,517 1,891,509 1,891,509

１．訪問介護サービス提供体制確保支援事業費 0 → 22,100

２．介護テクノロジー導入・協働化等支援事業費 0 → 42,100

３．介護人材確保・職場環境改善等事業費 0 → 1,302,776

４．医療・福祉施設等物価高騰対策支援金 0 → 524,533
（介護サービス事業所・施設等）

既定予算額 補正協議額 補正予算額
事業費計 （ 6,823,525 ） （ 32,256 ） （ 32,256 ）

10,421,868 3,437,061 3,437,061
一般行政 既定予算額 補正協議額 補正予算額

経費 （ 7,559,874 ） （ 32,256 ） （ 32,256 ）
分類計 11,261,097 3,440,749 3,440,749

一般会計 既定予算額 補正協議額 補正予算額
（ 117,841,008 ） （ 32,256 ） （ 32,256 ）

計 123,745,607 3,440,749 3,440,749

ホームヘルパーの同行支援、経営改善等の取組に要する経費

物価高騰の影響を受ける介護サービス事業所等への支援に要する経費

生産性向上に資する介護ロボット・ICTの導入等に対する助成に要する経費

説　明

介護サービス事業所等で働く介護職員の処遇改善等に要する経費

   （　　　　）は一般財源


